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総代の選任方法

信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念に、会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協同
組織金融機関です。したがって、会員は出資口数に関係なく一人一票の議決権をもち総会を通じて当金庫の経営に参加
することになります。
しかし、会員数が大変多く総会の開催は事実上不可能です。そこで、会員の総意を適正に反映し充実した審議を確保
するため、総会に代えて総代会制度を採用しております。
この総代会は、決算に関する事項、取扱業務の決定、理事･監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関で
す。したがって、総代会は総会と同様に会員一人ひとりの意見が金庫の経営に反映されるよう、選任区域ごとに総代候補
者を選定する総代候補者選考委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営されます。

総代は、会員の代表として、会員の総意を経営に反映す
る重要な役割を担っております。そこで総代は、総代候補者
選考基準に基づき、次の3つの手続きを経て選任されます。

①総代会の決議により、会員の中から総代候補者選考委
　員を選任する。
②選考基準に基づき、総代候補者選考委員会にて総代候
　補者を選考する。
③選考された総代候補者が、会員により信任され総代を委
　嘱される。
　（候補者名を店頭掲示し所定の手続きを経た上で委嘱）

①当金庫の会員である方
②総代就任日に満80歳未満の方
③人格・識見に優れ、当金庫の発展に寄与できる方
④地域における信望が厚く、総代として相応しい方
⑤良識をもって正しい判断ができる方
⑥金庫の理念・使命をよく理解し、金庫との緊密な
　取引関係を有する方

総代候補者の選考基準

総代会制度

いちい信用金庫は皆さまとともに歩んでいきます

地区を5区の区域別に分け会員数に応じて
選任区域ごとに総代の定数を定める

総代会の決議により選任区域ごとに会員の中から選考委員を選任

理事長は選任された候補者に総代を委嘱 他の総代候補者を選考、もしくは欠員とする

理事長が選考委員を委嘱し、選考委員氏名を店頭に掲示

選考委員は会員の中から総代候補者を選考

理事長に報告

候補者氏名を店頭掲示（1週間）
店頭掲示について当金庫ホームページに公告

総代の氏名を店頭に1週間掲示

異議申出期間（公告後２週間以内）
会員からの異議の申出が、

区域の会員数の
３分の１未満の場合

会員からの異議の申出が、
区域の会員数の

３分の１以上の場合

第88期通常総代会の決議事項

報告事項
　第88期（2022年4月1日から2023年3月31日まで）業務報告、貸借対照表および損益
計算書報告の件

決議事項
　第1号議案　剰余金処分案承認の件
　第2号議案　定款の一部変更の件
　第3号議案　会員除名の件
　第4号議案　理事選任の件

　第5号議案　役員賞与の支給の件
　第6号議案　退任役員に対する
　　　　　　　退職慰労金贈呈の件

2023年6月14日(水)、本店2階いちいホールにて開催された第88期通常総代会において、次の事項がそれぞれ原案どお
り承認・可決されました。
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総代の氏名（敬称略 五十音順）

総代の属性別構成比（職業・業種・年代別）

（2023年6月30日現在・99名）

（注）丸数字は総代の就任回数

地
区

氏
名

津島市、愛西市、弥富市、あま市、海部郡一円、三重県桑名郡のうち木曽岬町、桑名市のうち旧長島町

青木　敏晴② 猪飼　充利① 池口　武徳② 加東　育郎① 近藤　利一① 佐藤　泰章⑤ 立松　誠司② 
勅使川原賢② 野田　真彦②　 日笠　哲秀⑦ 日比　照夫⑦ 星野　雅俊⑥ 前田　康貴② 八木　    一⑦　　
山田　信善⑦  　吉田　重俊⑦ 渡辺　満信⑦

第
5
区

（
定
数
17
名
）

地
区

氏
名

一宮市葉栗連区、同向山連区、同富士連区、同北方町連区、同今伊勢町連区、同奥町連区、同浅井町連区、同西成連区、
同尾西地区、同木曽川地区
青木　幸一③ 岩田　    功⑤ 岩田　良司③ 奥田　晏弘⑥ 亀山　浩三② 小島　茂義② 榊原　    譲②
杉山　義幸③ 武田　浩志② 丹下　勝康⑥ 辻　    隆浩② 豊田京太郎⑦ 中島　幸介② 　  中村　昌輝①　   
西川正一郎②      新田見　昭②　 保浦　祥克② 水谷　建五② 安井　久雄⑦ 吉山　重定⑦ 渡邉　克己⑦

第
2
区

（
定
数
21
名
）

地
区

氏
名

一宮市宮西連区、同貴船連区、同神山連区、同大志連区、同大和町連区、同丹陽町連区、同千秋町連区、同萩原町連区、
稲沢市
朝日　和夫② 伊藤　    彰⑥ 伊藤　伸一⑦ 稲垣　宗久⑦ 猪子　誠兒⑦ 岩田　孝逸② 牛田　義郎⑤ 
大鹿　晃裕② 鎌田　芳彰⑤ 川瀬　康之② 神戸　孝行① 木村　哲也① 久納　英治② 小出　晶子② 
滝　    善藏①　  塚本　雅弘① 永井　文一⑦ 西岡　則男⑦ 則竹　伸也② 橋本　喜弘②

第
1
区

（
定
数
20
名
）

地
区

氏
名

岩倉市、江南市、清須市、北名古屋市、岐阜市、羽島市、各務原市、瑞穂市、西春日井郡豊山町、岐阜県羽島郡一円、
海津市のうち旧海津町、旧平田町、岐阜県本巣郡のうち北方町、岐阜県安八郡のうち安八町、輪之内町、
大垣市のうち旧墨俣町
岩田　進市① 大塚　良彦①　  沖野　    満② 加藤　寛子⑦ 河村　貴司⑦ 栗本　幸博② 小澤　吉伴② 
小島　恒男⑥　  柴田　芳樹② 杉浦　賢二③ 高田　真宏⑦ 田中　正美⑦　   中野　泰利⑦ 丹羽　規之⑦
沼田　和代③　  野田　太一①　  樋口　滿子④ 松浦　代助① 三島　正孝② 村瀬健次郎⑦

第
3
区

（
定
数
20
名
）

一般会員の皆さまのご意見を総代会に反映させる仕組みとして、若手経営者等一般会員の方々にモニターを委嘱
しております。
2022年度は、新型コロナウイルスの感染拡大を考慮して、意見交換会の開催に替え、会員モニターの皆様に「当金
庫の取組みに関するアンケート」を実施しました。
今後も会員皆様のご意見を金庫経営に活かしてまいります。

会員モニターアンケートの実施

法人代表

89.9
個人事業主

6.1
個人

4.0

製造業

42.4
建設業

15.1
運輸業

5.1
卸売業

6.1

40歳代

0
60歳代

22.2
50歳代

24.2
70歳代

48.5
80歳代～

5.1

その他

6.1
医療・福祉

3.0
個人

4.0
小売業

10.1
不動産業

8.1

（単位：％）

（単位：％）

（単位：％）

地
区

氏
名

小牧市、春日井市、犬山市、名古屋市、丹羽郡一円、可児市(旧兼山町を除く)、尾張旭市、日進市、豊明市、長久手市、
愛知郡東郷町
池田　    努③ 石田　    泉⑦ 上野　元嗣⑥ 大澤　和由② 小笠原　博② 小川　正芳⑤ 亀井　雅之⑦
桒原　正寛①　  坂本　泰之② 澤木　    寛⑤ 高橋　敏雄④ 谷川喜久雄② 圡田　誠樹② 長崎　昇平⑤ 
丹羽　秀忠⑦  　原田　哲男② 前田三千夫⑤ 松浦　一雄⑦ 松永　    肇④ 山田　    勇⑦　   横井　義明②

第
4
区

（
定
数
22
名
）

拜郎

1. 職業別

2. 業種別

3. 年代別
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(本店営業部長)一宮東支店長

組織図（2023年6月30日現在）

役員（2023年6月30日現在）

主な業務内容

有価証券投資業務
預金の支払準備および資金運用のため国債・地方債・社債・株式・その他
の有価証券への投資

附帯業務
（1）代理業務
　　・日本銀行歳入代理店および国債代理店業務
　　・地方公共団体の公金取扱業務
　　・信金中央金庫、日本政策金融公庫等の代理店業務
　　・株式払込金の受入代理業務および株式配当金、
　　 公社債元利金の支払代理業務
　　・独立行政法人住宅金融支援機構等の代理貸付業務
（2）保護預りおよび貸金庫業務
（3）有価証券の貸付
（4）債務の保証
（5）公共債の引受
（6）国債等公共債および証券投資信託の窓口販売
（7）信託会社または信託業務を営む金融機関の業務
      の媒介

法律により信用金庫が営むことのできる業務
（1）保険業法により行う保険募集
（2）当せん金付証票の販売事務等
（3）電子債権記録業に係る業務
（4）確定拠出年金法により行う業務

預金業務
（1）預金 当座預金・普通預金・通知預金・定期預金・定期積金・
　　　　　　　  別段預金等
（2）譲渡性預金 譲渡可能な預金

為替業務
（1）内国為替 送金為替・当座振込・代金取立等
（2）外国為替 外貨両替および輸出入取引業務や海外送金等の取次業務

貸出業務
（1）貸付 手形貸付・証書貸付・当座貸越
（2）手形の割引 銀行引受手形・商業手形・荷付為替手形の割引

※1 理事 小川 秀樹は職員外理事です。
※2 監事 牧野昭正は信用金庫法第32条第5項に定める員外監事です。

理 事 長 川口 敏男
(融資部長　)システム部

(総合企画部長)監査部
常務理事 内村 光則

(人事部長  )総務部
資金証券部

常務理事 青木 孝積

理　　事 池山　 覚
理　　事 鈴木 勝裕(津島営業部長)兼 佐織支店長

理　　事 白瀧 智彦

理　　事 松岡 文彦（リスク統括部長）
理　　事 武田 吉朗（営業推進部長）
理　　事 水野 晴海(資金証券部長)
理　　事 小林　徹(システム部長)

理　　事 小川 秀樹（非常勤）※1
監　　事 石島 英次（常勤）
監　　事 木村 健一（常勤）
監　　事 牧野 昭正（非常勤）※2

常務理事 鈴木 　浩(リスク統括部)総合企画部
業務部
営業推進部

シ
ス
テ
ム
部

事
　
務
　
課

シ
ス
テ
ム
課

代
理
業
務
課

債
権
管
理
課

審
　
査
　
課

地
域
貢
献
課

営
業
推
進
課

会
　
計
　
課

資
金
証
券
課

教
　
育
　
課

人
　
事
　
課

管
　
財
　
課

秘
　
書
　
課

総
　
務
　
課

公
　
務
　
課

業
務
第
二
課

業
務
第
一
課

主
　
計
　
課

企
画
広
報
課

融
　
資
　
部

営
業
推
進
部

経
営
支
援
課

業
　
務
　
部

資
金
証
券
部

人
　
事
　
部

総
　
務
　
部

総
合
企
画
部

法
　
務
　
課

リ
ス
ク
統
括
課

リ
ス
ク
統
括
部

監
　
査
　
部

本部

支店 津島
営業部

愛北
営業部

本店
営業部

出張所 営業課

総会（総代会）

会　　長

理 事 長

副理事長

専務理事

常務理事

理　　事

監事

各種委員会

常

務

会

理

事

会
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報酬体系

１．対象役員
当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事および常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、
職務執行の対価として支払う「基本報酬」および「賞与」、在任期間中の職務執行および特別功労の対価として退任時に支払う
「退職慰労金」で構成されております。

（１）報酬体系の概要
【基本報酬および賞与】

非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員および監事全員それぞれの支払総額の最高限
度額を決定しております。賞与につきましては、毎期総代会において、理事全員および監事全員それぞれの支払総額を決定し
ております。
そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれ
ぞれ勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額および賞与額につきましては、監事の協議
により決定しております。

【退職慰労金】
退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、退職慰労金額の決定方法等を規程で定めております。

（２）2022年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

２．対象職員等
当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員、当金庫の主要な連結
子法人等の役職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務および財産の
状況に重要な影響を与える者をいいます。
なお、2022年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

１．対象役員に該当する理事は12名、監事は3名です（期中退任者および期中に理事を退任し、監事に就任した者も含む）。
２．上記の内訳は、「基本報酬」181百万円、「賞与」15百万円、「退職慰労金」47百万円となっております。
　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と
　 当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退
職慰労引当金の合計額です。

３．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

（３）その他
「信用金庫法施行規則第132条第1項第6号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運
営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（2012年3月29日付金融
庁告示第22号）第2条第1項第3号、第4号および第6号ならびに第3条第1項第3号、第4号および第6号に該当する事項
はありませんでした。

支払総額区分

対象役員に対する報酬等 243

（単位：百万円）

（注）

１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
２．「主要な連結子法人等」とは、当金庫の連結子法人等のうち、当金庫の連結総資産に対して2％以上の資産を有する会
　社等をいいます。
　なお、2022年度においては、該当する会社はありませんでした。
３．「同等額」は 、2022年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
４．2022年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

（注）
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